
各国比較項目

対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

〇　概要 単一国家 連邦国家 単一国家 連邦国家 単一国家 連邦国家

人口(千人） 126,167 328,240 67,320 83,167 10,328 5,823

面積(k㎡) 377,974 9,831,510 549,087 357,580 447,430 42,920

人口密度（人/k㎡) 334 33 123 233 23 136

・地方政府の構成 広域レベル（団体数） 州(51) 州(18) 州（16）

都道府県(47) 県(101) レギオン（21） 広域圏(5)

一団体当たり人口（千人） 2,684 6,436 3,740 5,198 492 1,165

667

基礎自治体レベル（団体数）

市区町村（1741）

（うち政令市(20)、中核

市(62)特別区(23))

郡（3142）
（コミューン間広域行政

組織(EPCI)(1253)）
郡(301) コミューン（290） 市（98）

市町村（19502） コミューン(34965) 郡独立市(111)

学校区（13452） 市町村(11993)

一団体当たり人口（千人） 72 54 36 59
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対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

・財政状況 一般政府支出規模（対GDP比）2019 38.7 38.1 55.3 45.2 49.1 49.6

一般公共サービス 3.7 5.8 5.5 5.7 6.9 6.0

防衛 0.9 3.4 1.7 1.1 1.2 1.1

秩序・安全 1.2 1.9 1.6 1.6 1.3 1.0

経済 3.7 3.4 6.0 3.3 4.4 3.1

保健・医療 7.7 9.3 8.0 7.4 7.0 8.3

教育 3.3 5.9 5.3 4.3 6.9 6.3

社会福祉 16.0 7.6 23.7 19.7 18.9 21.6

その他 2.2 0.8 3.5 2.0 2.5 2.3

公的社会支出規模（対GDP比）2017

(OECD平均)

合計(19.9) 22.3 18.4 31.5 25.4 26.0 29.2

老齢(7.4) 10.1 6.5 12.5 8.4 9.1 9.6

遺族(0.8) 1.2 0.6 1.6 1.8 0.3 0.0

障がい(2.0) 1.1 1.1 1.7 2.3 3.8 4.9

保健(5.6) 7.6 8.4 8.8 8.2 6.5 7.1

家族(2.1) 1.6 0.6 2.9 2.3 3.4 3.4

積極的労働市場(0.5) 0.1 0.1 0.9 0.7 1.2 2.0

失業(0.6) 0.2 0.2 1.6 0.9 0.3 0.0

住宅(0.3) 0.1 0.3 0.8 0.6 0.4 0.7

その他(0.5) 0.4 0.7 0.9 0.3 1.1 1.5

・地方歳出 地方政府支出（対GDP比）2016

　　　　　　　　　　　　(OECD単

純平均13.5)A

15.5 18.3 11.1 21.2 25.0 34.8

地方政府支出（一般政府支出内シェ

ア）2016

(31.8)

39.7 48.4 19.8 48.1 50.6 65.0

地方政府支出内訳（対GDP比)2016

一般公共サービス(1.85) 1.7 2.2 2.2 4.8 2.6 1.2

経済(1.65) 2.2 2.6 2.2 2.5 1.5 1.3

保健・医療(1.99) 1.9 4.6 0.1 0.5 6.7 8.5

教育(2.99)B 2.8 5.7 2.8 4.5 5.1 3.1

地方政府支出中教育支出シェアB/A

（22.1%）
18.1% 31.3% 25.3% 21.0% 20.4% 9.0%

社会福祉(2.8) 4.0 0.9 4.0 0.9 6.6 19.7

その他(2.17) 3.0 2.3 3.0 3.2 1.9 1.2

・地方歳入 地方歳入構造シェア(2018)

（OECD加重平均）

税(44.4) 48.3 51.5 53.2 56.3 52.7 36.0

交付金・補助金(37.1) 42.4 22.4 29.6 26.9 35.1 58.9

料金(15.0) 6.4 22.9 15.7 11.7 9.4 4.7

資産収入(2.1) 0.7 2.6 1.1 1.2 1.5 0.4

社会保険料(1.3) 2.3 0.6 0.3 3.8 1.3 0.1

（参考）各国比較資料
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各国比較項目

（参考）各国比較資料

対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

・主要地方税目の税収

シェア
地域レベル

個人住民税　　27.3%

地方法人二税　20.3%

地方消費税　　33.4%

個人所得税　　37.9%

一般小売税　　30.9%

個別売上税　　15.6%

(州）

企業付加価値税

(CVAE)40.1%

エネルギー製品内国税

(TICPE)20.7%

付加価値税（TVA)16.5%

(県)

既建築固定資産税

(FB)32.1%

不動産有償譲渡税

(DMTO)25.4%

保険契約特別税

(TSCA)16.9%

付加価値税（共）

所得税（共）

法人税（共）

州税中

不動産取得税　48％

個人所得税　100% ―

基礎自治体レベル
個人住民税　　38.0%

固定資産税　　42.9%

資産税　　　　71.8%

一般小売税　　12.8%

個人所得税　　  4.8%

(EPCI)

企業不動産税（CFE)

22.6%

住居税(TH)　22.2%

家庭廃棄物収集税

(TEOM)　17.7%

(コミューン)

FB　  40.7%

TH　  33.0%

DMTO  9.1%

所得税（共）

市町村税中

営業税　77%

不動産税22%

個人所得税　100%

地方所得税

土地税

法人税

（2021地方財政計画） （州、地方政府2019）

・地方財政調整制度 財政調整方式 垂直的財政調整

－

(州レベルでの教育分野

での財政調整制度あり)

垂直的財政調整・水平的

財政調整（税の一部によ

る交付金）

垂直的財政調整・水平的

財政調整（付加価値税）

垂直的財政調整・水平的

財政調整

垂直的財政調整・水平的

財政調整

算定方法

需要考慮型（標準財政需

要と標準財政収入の差

額）

多様（例　標準教育と標

準的財政収入の差額、平

均と比較した課税ベース

配分 等）

需要考慮型、人口按分型

州間：付加価値税収の配

分調整、州間配分調整

(75%人口比例、25%傾

斜配分）、付加価値税

（共有税）の人口等によ

る州への配分、財政需

要、財政力を考慮した調

整拠出金・交付金による

水平調整、連邦補足交付

金による調整

市町村間：一人当たり課

税力測定値と調整額の差

を交付又は納付、州税の

一定割合とあわせて調整

財源。

一人当たり税収平均との

差を交付又は納付、さら

に包括交付金（一で垂直

的に調整

各市の収支見積りの余剰

又は欠損（差額の58%)

及びコペンハーゲン首都

圏内の市の収支見積り余

剰又は欠損（差額の

27%）を水平及び垂直的

に調整

その他包括補助金

配分要素

人口、面積、道路・河川

延長、警察、港湾、教育

等

（生徒数、一人当たり財

政力　等）

人口、面積、道路面積、

課税努力
人口、旧東ドイツ地域等

人口、移民、ひとり親等

の要素から費用を平準化

人口年齢階層別ニーズ、

その他社会経済的ニーズ

（失業者、高齢者、移

民、ひとり親の子供等）

等

対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

読解力得点（487） 504 505 493 498 506 501

順位 11 9 18 15 7 13

数学的リテラシ―得点（489） 527 478 495 500 502 509

順位 1 31 20 15 12 8

科学的リテラシー得点（489） 529 502 493 503 499 493

順位 2 13 19 11 14 20

コンピュータを使った宿題(22.2%) 3%

・教育制度 学校系統図

https://www.mext.go.jp

/content/20210525-

mxtchousa02-

000015333_05.xlsx

https://www.mext.go.jp

/content/20210525-

mxtchousa02-

000015333_06.xlsx

https://www.mext.go.jp

/content/20210525-

mxtchousa02-

000015333_08.xlsx

https://www.mext.go.jp

/content/20210525-

mxtchousa02-

000015333_09.xlsx

（高等教育）

大学（3年間）

（後期中等教育）

16-18歳：高校（一般教

育）

（初等前期中等教育）

7－16歳：基礎学校(義務

教育)

（高等教育）

大学、専門職学校、教員

養成カレッジ、高等教育

センター、看護学校（1

～3年/3～4年/5年以

上）

（後期中等教育）

16-18歳：グムナシオム

（一般教育）/上級商業

試験コース/上級技術試

験コース

（初等前期中等教育）

7－16歳：国民学校(ﾌｫﾙｹ

ｼｭｺﾚｰﾙ)(義務教育)

6歳:国民学校敷設の就学

前教育有

〇　人づくり(教育等）

（初等中等教育段階）

・PISAスコア・順位

（OECD平均）
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（参考）各国比較資料

対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

・事務配分 国レベル

教育制度、学校設置基

準、学習指導要領等全国

基準の設定、教育条件整

備支援等

連邦：州・学校区の補

完、機会均等に係る事

業、調査研究

教員の任用、研修
連邦：大学制度の一般原

則、学校外の職業訓練
高等教育研究

下記以外の教育と調査研

究（中等高等教育）

地域レベル

高校、教員採用、小中学

校県費負担教職員任命

（政令市除く）、研修、

私立学校（初等中等教

育）等設置認可、市町村

への支援

州：公立学校制度、基本

的経費を学校区と協力し

て負担

州：高校の施設管理

県：中学校の施設管理

州：教育制度、学校運営

経費支援、学校施設整備

補助、教員の採用

成人教育
広域圏：特別支援や特別

教育施設

基礎自治体レベル
小中学校の設置管理

研修（政令市・中核市）

学校区：小中高校の運営

(学校種別により異な

る）

コミューン：小学校の施

設管理、放課後の運営

郡：青少年教育

市町村：小中学校設置運

営

学校教育

市：保育、初等教育、移

民のための統合・言語教

育

・財政規模 一般政府歳出（教育）GDP比 3.3 5.9 5.3 4.3 6.9 6.3

・私的財政 私的教育支出(初等中等高等教育）2015 1.144 1.976 0.641 0.576 0.183 0.210

私的教育支出(中等教育）2015 0.193 0.163 0.257 0.268 0 0.078

2012 2014

・財源負担

一般財源（税・交付

税）、（国）定率特定補

助金（教員人件費

(1/3)・施設整備新増設

(1/2)）

学校区：一般財源、州特

定補助金

施設管理：一般財源

（税、一般補助金）

教員人件費：国（国家公

務員）

一般財源（税、一般補助

金）

一般財源（税、一般補助

金）

一般財源（税、一般補助

金）

対象国 日本 米国 フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

（職業訓練）

事務配分

国レベル

厚生労働省・（独）高

齢・障害・求職者雇用支

援機構

・施設内訓練(職業能力

開発総合大学校(1)、職

業能力開発大学校(10)、

職業能力開発促進セン

ター(61)職業能力開発短

期大学校(1)（(独）高

齢・障害・求職者雇用支

援機構）

・教育訓練給付金

・ハローワーク（職業訓

練受付）

教育省（若者）、労働省

（失業者・成人）（失業

者、低所得者、移民等に

重点）：補助金等

国民教育・青少年・ス

ポーツ省、高等教育・研

究・イノベーション省、

労働・雇用・社会復帰

省：

国家資格の管理

職業訓練個人口座

（CPF)の運営

雇用局：登録失業者の職

業訓練支援

教育研究省（職業教育訓

練研究機構BIBB）

訓練内容策定

教育庁：義務教育、後期

中等教育、成人教育を所

管

高等職業教育庁：高等職

業教育、プログラム評価

（労使による評議会組織

がそれぞれある）

国立高等教育機関は高等

職業教育を実施。

自治体の高等職業教育に

対する補助金

労働市場予測・情報提供

児童・教育・ジェンダー

平等省、高等教育・科学

省：

法的枠組みの設計、支援

予算配分

地域レベル

都道府県：職業能力開発

校(156)、職業能力開発

短期大学校(13)、障害者

職業能力開発校(16)、委

託職業訓練

州・地域労働力開発委員

会、州教育省（運営資金

配分）：連邦と協力。ワ

ンストップセンター（約

600か所)

州：若年者（就業前、見

習い訓練）に対する職業

教育訓練（実施はリセ、

企業、CFA（見習い訓練

センター）等）、失業

者、求職者に対する継続

職業教育訓練も運営（実

施は企業その他訓練機

関）

※CFAを地方公共団体が

設置することもある。そ

の他企業、NPO、商工

会議所、私立など多様。

職業教育は州政府所管。

デュアルシステム訓練

等。社会人（失業者等を

含む）に対しては継続職

業訓練（企業内訓練、成

人教育も含む）

職業学校（労使代表が資

格内容に関与）

基礎自治体レベル

学校区：コミュニティカ

レッジ、高校での職業教

育

公立学校で後期中等職

業、成人教育を実施。こ

の中で職業訓練も実施。

（民間提供もあり）

高等職業教育（無償）も

実施（実施施設中コムー

ネ立が約半数）

職業ガイダンス

職業教育訓練として前期

中等教育相当を実施

若年層向けに地域ガイダ

ンスセンター設置運営

（51か所）

財政規模
GDPに占める労働市場性政策への公

的支出（2016）
0.30 0.27 2.98 1.45 1.73 3.22

うち職業訓練 0.01 0.02 0.37 0.36 0.13 0.53

※　各国各種統計資料（ＯＥＣＤ、EU、米国CENSUS等）等より事務局作成。
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